
地方公会計制度 

 自治体会計において、現金収支のみの確認でなく、資産や負債を把握し会計

全体の状況を表すため、企業会計的な手法を用いた財務書類（貸借対照表、行

政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）の開示が行われている

ところであり、一般的には「地方公会計」制度といわれています。 

 

 

 

○貸借対照表 【Balance Sheet】（様式第１号） 

 貸借対照表とは、組合の所有する現金や建物・道路・土地や、その形成のた

めに投資された資金や借金などがどのくらいあるかを示すものです。資産・負

債・純資産の３つの要素から構成されています。左側に市民の財産や権利など

将来にわたる様々な行政サービスを提供する「資産」を、右側にそれを築くた

めの借入金などで将来の世代が返済することになる「負債」、国や府からの補

助金、市税などにより今の世代が負担し、返済の必要がない「純資産」として

記載されています。 

 
    （単位：千円）      （単位：千円） 

資産    19,860,851  負債     4,959,435 

組合の所有資産の内容と金額です。 

行政サービスの提供能力を表しています。 
 借入金や将来の職員の退職金など、将来世代が

負担する債務です。 

【内訳】     【内訳】     

１．固定資産  19,825,326  １．固定負債  4,588,224 

  ａ有形固定資産 19,825,326   ａ地方債  4,555,229 

   ① 事業用資産 15,827,986   ｂ退職手引当金  32,995 

   ② 物品  3,997,340        

        ２．流動負債  371,211 

         ａ１年内償還予定地方債 355,449 

         ｂ賞与等引当金  15,330 

         ｃ預り金  432 

              

２．流動資産  35,524  純資産     14,901,415 

  ａ現金預金  35,524  純資産とは現在までの世代が負担した金額で 

        正味の資産です。    

              

資産 計   19,860,851  負債・純資産計    19,860,851 

※表中金額については、表示単位未満を四捨五入のため、合計と合わない場合があります。 

 

 

 

P.1



貸借対照表の分析資料 

 

【純資産比率】＝純資産÷資産 

 

   14,901,415千円÷19,860,851千円×100＝75.0％ 

 

 企業会計の「自己資本比率」に相当し、資産のうち償還義務のない純資産が

どれくらいの割合かを表します。この比率が高いほど負債（将来世代の負担）

の割合が少ないことになりますが、現在世代と将来世代との負担のバランスを

取ることも必要となります。 

 

【流動比率】＝流動資産÷流動負債 

 

   35,524千円÷371,211千円×100＝9.6％ 

 

 １年以内に償還する組合債や短期借入金（流動負債）に対して、手元の資金

がどのくらいあるかを表すもので、この比率が高いほど短期的な支払能力が高

いといえます。民間企業では２００％以上あることが理想的であると言われて

います。当組合では、借入金の償還財源を構成市からの負担金に頼っているた

め、比率は低くなっています。 

 

【社会資本形成の将来世代負担比率】＝地方債÷有形固定資産 

 

   （4,555,229千円＋355,449千円）÷19,825,326千円×100 

    ＝24.8％ 

 

 社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、負債による割合を見ることによ

り、今後の世代によって負担する割合を見ることができます。 

 

【有形固定資産減価償却率】 

 ＝減価償却累計額÷（償却資産評価額（土地を除く） ＋ 減価償却累計額） 

 

   22,034,477千円÷（8,193,206千円＋22,034,477千円）×100 

    ＝72.9％ 

 

 有形固定資産減価償却率が高い場合は、施設が全体として老朽化しつつあり

近い将来に維持更新のための投資が必要となる可能性があります。 
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〇行政コスト計算書【Profit and Loss Statement】（様式第２号） 

 

行政コスト計算書とは、１年間に行政サービスの提供に掛けた費用と使用

料・手数料・保険料等から得られた収入を比較して示すものです。構成団体か

らの分担金は行政サービスの対価としていただくものではないため、経常収益

には含んでいません。なお、建物・設備などの１年間の物としての価値の「目

減り分」は費用とみなして「減価償却費」という項目で計上しています。 
    （単位：千円） 

１．経常費用   4,320,044 

  ａ業務費用   4,318,189 

   ① 人件費 192,823   

   ② 物件費 4,111,326   

   ③ その他の業務費用 14,040   

  ｂ移転費用   1,855 

   ① 補助金等 805   

   ② 社会保障給付 1,050   

２．経常収益      1,023,926 

  ａ使用料及び手数料   372,576 

  ｂその他   651,350 

３．臨時損失   0 

４．臨時利益   0 

５純行政コスト（１-２）＋（３－４）    3,296,118 

※表中金額については、表示単位未満を四捨五入のため、合計と合わない場合があります。 

 

住民一人あたりの行政コスト計算書 

 住民人口＝岸和田市人口＋貝塚市人口 

      （269,540人＝187,394人＋82,146人） 

    経常費用    4,320,044千円÷269,540人＝ 16,027円 

    経常収益    1,023,926千円÷269,540人＝  3,799円 

    純行政コスト   3,296,118千円÷269,540人＝ 12,229円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P.3



〇純資産変動計算書 【Net Worth Statement】（様式第３号） 
 純資産変動計算書とは、１年間の貸借対照表の純資産の変動を明らかにする
ものです。すなわち貸借対照表の純資産の前年度末と本年度末の残高と本年度
中の増加及び減少、それぞれの額を表しています。 
 前年度末純資産残高と比べ、本年度末純資産残高が 15 億 1,279 万円減少し
ています。 
 （単位：千円）  

前年度末純資産残高 16,414,201 ① 

費用（純行政コスト） △ 3,296,118 ② 

財源（税収等）【分担金】 1,825,225 ③ 

無償所管換等 △ 41,892 ③ 

本年度末純資産残高    ①＋②＋③ 14,901,415 ④ 

※表中金額については、表示単位未満を四捨五入のため、合計と合わない場合があります。 
 
〇資金収支計算書【Cash Flow Statement】（様式第４号） 
 資金収支計算書とは、１年間の組合全体の現金の収入と支出が、どのような理
由で生じたのかを、性質別に区分して整理したものです。 
 業務活動収支（本業による現金収支）で、投資活動収支（投資による現金収支）、
財務活動収支（資金調達・返済による現金収支）をまかなうのが理想的とされて
いますが、今年度建物・設備の改修・更新工事に充てるための財務活動収入が多
額となり、財務活動収支が業務活動収支を大きく上回っています。なお、当組合
では、構成市からの分担金の財源が安定して収入されています。 
 
                            （単位：千円） 

  科目 金額  

業務活動収支   △ 189,130 ① 

投資活動収支   △ 622,893 ② 

財務活動収支   754,204 ③ 

本年度資金収支 ①＋②＋③ △57,819 ④ 

前年度末資金残高   92,911 ⑤ 

本年度末資金残高 ④＋⑤ 35,092 ⑥ 

前年度末歳計外現金残高   1,492 ⑦ 

本年度歳計外現金増減額   △1,060 ⑧ 

本年度末歳計外現金残高  ⑦＋⑧ 432 ⑨ 

本年度末現金預金残高  ⑥＋⑨ 35,524 ⑩ 

※表中金額については、表示単位未満を四捨五入のため、合計と合わない場合があります。 
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